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領土帝国主義の再来：イスラエルのイラン攻撃の背後にあるもの 
 イラン・パッペ著、脇浜義明訳、 Palestine Chronicle, ２０２６年５月２４日 ＊脚注は訳注 

 

 （イスラエルのシャー時代の旧イランとの同盟関係、メシア的シオニズム台頭、拡大する地域紛争など、２０２６年のイ

スラエルのイラン攻撃の背景として, 差し迫った問題が再浮上する。イスラエルがテヘランを攻撃する背景には何がある

のか。この批判的考察の中でイラン・パッペは、その答えは安全保障や核問題という懸念をはるかに超えたところにあると

主張し、これをシオニズム、領土拡大、そしてパレスチナ問題と切り離せない形で中東を再編成しようという長年の野望に

根差した、より広範なイデオロギー的プロジェクトの中に位置づけている。ーパレスチナ・クロニクル） 

 

 イスラエルとシオニズムを考察する場合は、イスラエルのイデオロギー的基盤に根差した連続性パターンと状況や時間の

経過から生じる変化のパターンを区別する必要がある。 

 イスラエルのイラン政策を分析する場合も同じことが言える。イスラエル建国から現在のイラン攻撃までの歴史に基づい

て、それを見る必要がある。 

 １９７９年のシャーとその政権が崩壊するまでのイランは、ソ連の影響力と汎アラブ主義とパレスチナ解放にコミットす

る進歩的アラブ政権の台頭に対抗するために、イスラエルと西側諸国が構築しようとした非アラブ諸国連合の重要な一員で

あった。この同盟関係から、イスラエルの秘密情報機関シャバクとイランの秘密情報機関サヴァクとの悪名高い連携が生ま

れ、前者はパレスチナ人に対し、後者はシャー政権に対する反体制派に対し、それぞれ同じような抑圧手法を実施した。 

 イラン革命でこの連携が崩壊した。革命後のイランはパレスチナ解放闘争に同調し、１９３０年初頭に遡るパレスチナの

ムスリム同胞団運動の分派であるイスラム系政治団体を支援した（したがって、これらの団体がイランによって設立された

言う西側諸国の主張は誤りである）。 

 革命後の新イラン政権がパレスチナ解放運動を支持し、ユダヤ人国家構想を否定したことから、イスラエルのイランに対

する姿勢は、パレスチナ解放に連帯を表明する姿勢のアラブの国々に対する政策と同じものとなった。 

 ２０世紀、この政策は、対象国の内政への秘密裡の干渉工作に重点を置いた。つまり、対象国社会の内部対立や分断を煽

る戦略で、母国からの分離独立を求める少数民族を利用することであった。イランの少数民族クルド人と関係構築を試みた

が、イラクのクルド人との関係と異なり、成功しなかった。イスラエルの全体的な地域戦略の目的は、イスラエルの地域覇

権の邪魔になり、まだパレスチナ人の抵抗運動へ支援を表明する国々を大きく弱体化させることであった。 

 ２１世紀に入って、この政策はより露骨で攻撃的になった。その理由は、イスラエルでメシア的シオニズムが覇権的な政

治勢力として台頭したことである。これは、米国共和党におけるキリスト教原理主義勢力の拡大、西側諸国におけるファシ

スト政党や極右政党の台頭と時期を同じくしている。インドにおけるナレンドラ・モディの台頭も、こういう時流の一環で

あろう。 

 この政策は、１９世紀後半に世界の多くの地域を荒廃させた領土帝国主義への回帰に他ならない。非アラブ化大イスラエ

ル構築1の野望は、歴史的パレスチナの境界をはるかに超えるものである。 

 これは、神権的聖書王国、イスラエルが手前味噌に聖書神話に依拠したイスラエル王国、近隣諸国に恐れられ、近隣諸国

を支配する帝国を再建したいという願望を反映している。米国がこの馬鹿げた野望を支持していることは、駐イスラエル米

国大使の発言に示されている。米国人ジャーナリストのタッカー・カールソンが、大使と現イスラエル政府が構想する聖書

的国家はナイル州からユーフラテス川まで広がり、事実上中東の大部分を包括するものかと質問したところ、大使は「彼ら

（イスラエル）がすべてを奪っても結構だ」と答えた。 

 以前の戦略と新たな戦略の共通点は、ナクバを完遂してパレスチナ人を完全殲滅するためには、地域を制圧し、抑止し、

イスラエルへの恐怖と畏怖に基づく同盟を構築しなければならないという前提である。以前は、少なくとも一部の国々はイ

スラエルの技術、医療、農業に関する知識を活用する機会を与えられていた。しかし、現在の取り決め、例えばアブラハム

合意の中には、そのような申し出は含まれていない。 

 

1 大イスラエル発想はかつて日本帝国が唱えた「大東亜共栄圏」を思い起こさせる。 
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 国際法を完全に無視し、中東諸国の主権を公然と無視するイスラエルの行動は、私たちを１９世紀の帝国主義時代に連れ

戻す。しかし、中東諸国はもはや植民地ではなく、いつか彼らは自国の領土保全と主権に対するイスラエルの軽視に反応す

るであろう。 

 このイスラエルの領土帝国主義は、長年パレスチナとレバノンに使ってきた殺人的攻撃手段を中東の他の地域に拡大する

ことで、顕在化した。 

 この新しい政策が始まったのは、２００９年スーダンにおけるイランの基地と言われた基地への攻撃で始まり、２０１２

年のシリアのダマスカスや他の主要都市への空爆で激化した。当時シリアは内戦状態で、シリア軍はイスラエルの攻撃に対

処できなかった。そして、ガザ停戦に向けての交渉に参加していたハマス代表団のメンバーを殺害しようとして未遂に終わ

ったドーハ爆撃に至った。イラクとイエメンも攻撃目標となった。 

 首都テヘランが標的になるのは時間の問題だった。テヘラン爆撃が遅れた理由は、イスラエルが繰り返し挑発したにもか

かわらず、イランがイスラエルの攻撃の口実を容易に与えなかったからである。イスラエルによるイラン攻撃の脅威は、

米・イスラエルの二度にわたるイラン戦争前から、ネタニヤフが政権を握った２００９年から存在していた。 

 イラン攻撃を正当化するのは容易ではなかった。イランは、ハマスの２０２３年１０月７日の「アル・アクサ洪水」作戦

に関係なく、むしろヒズボラに参戦しないように抑制し、イスラエルがイランの科学者や外交官を暗殺した後でもかなり自

制していた。 

 ネタニヤフは、この政策を推し進めるためには、いくつかの準備段階を踏む必要があることを知っていた。その一つは、

イラン攻撃に反対する恐れのある幹部の粛清であった。第二の段階は、米国の大統領トランプにイラン攻撃の主導的役割を

担わせることであった。2 期目のトランプ大統領は、彼の性格、彼の側近、国内政治における無能さから、ネタニヤフにと

って注意を外に逸らすうえで格好の道具であった。また、ニコラス・マドゥロ大統領の拉致とベネズエラ石油資源の接収が

何の反動も招かずに済んだことから、イラン攻撃作戦も同じようにすすむだろうと踏んだかもしれない。 

 こういう冒険主義は、これまで甚大な人道的災害をもたらした。２０２６年５月までに、この冒険主義的政策によって６

００万人の難民が発生したと推測されている。ガザ回廊と西岸地区で２００万人、レバノンで１００万人、テヘランで３０

０万人である。 

 この作戦が今後もっと悲惨な事態を引き起こすかどうかは、地域及び世界の主要国の姿勢次第である。同盟国で同じ穴の

ムジナである英国と EU がイラン戦争への参加を拒否したことは、イスラエルと米国の国際法違反のために政策転換したの

かもしれない2。 

 同じように、米国における戦争支持率の低さが民主党内部の変化につながり、米国の親イスラエル・反パレスチナという

姿勢の見直しにつながる可能性を示唆している。 

 アラブ世界の立場も大変重要になる。とりわけ、イスラエルと国交正常化し、そうすることによってイスラエルのパレス

チナ人民族浄化とジェノサイドを容認してきた国々のこれから先の政策が非常に重要になる。地域全体の不安定化という基

本的問題は、イスラエルとトランプの政策が悲惨な結果を招いたことに起因することを彼らが認識すればよいのだが、その

認識に基づいて方向転換をしなければ、いつかは国内の反対勢力による政権交代という事態になる可能性がある。 

 パレスチナ問題と言われるけれど、それはイスラエル問題、国家イデオロギーとしてのシオニズム問題である。シオニズ

ムが、イランとレバノンへの攻撃、西岸地区の民族浄化、ガザ回廊住民への漸次的殲滅、そしてイスラエル国内のパレスチ

ナ人に対する静かな弾圧と移送を通じた国外退去圧力を推進しているのだ。 

 西側諸国のエリートにとっての教訓は、パレスチナ人だけ、一部のアラブ人だけがイスラエルの拡張政策の被害者だとい

う彼らの安易な思い込みと、それを許してきたことが誤りであった点に気付くことである。１９２０年以来パレスチナ人を

苦しめてきた容赦ない侵略行為は国際社会全体に深刻な影響を及ぼし、世界の不安定化をもたらすと言う認識が、今こそ必

要である。その侵略行為を西側諸国が無視し、正当化し、共犯関係にあったという認識が必要である。 

 

2 トランプ関税への抵抗と並んで、僅かだが、西側帝国主義同盟にほころびが生じ始めた兆候かもしれない。 
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 イスラエルは単独ではイランを打ち負かすことはできないであろう。パレスチナ併合政策は近隣諸国から反対され、パレ

スチナ人の抵抗は今後も続くであろう。 

 「イスラエルは中東で唯一の民主主義国家で、自国のため、そして『西側文明』のための自衛戦争を行っている」とい

う、いまだに多くの場所で蔓延している言説を、今こそ覆すべきである。 

  

  

 


